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コロナ社会対応ＩＴサービス開発事業
電⼦⾃治体移⾏（DX＝デジタルトランスフォーメーション）⽀援システム

出典︓「緊急事態宣⾔（令和３年１⽉）の発出に伴う
「⾃治体テレワークシステム for LGWAN」の⼀時提供について」
https://www.j-lis.go.jp/lgwan/news/lgwan-koubo_telework_1.html
更新⽇︓ 2021年1⽉14⽇

「⾃治体ＤＸ推進計画概要」
令和２年１２⽉２５⽇

総務省⾃治⾏政局
地域⼒創造G. 地域情報政策室

コロナ緊急事態宣⾔下での⾃治体テレワーク実証実験

〜⾃治体DXの推進計画

デジタル変⾰の加速による
「新たな⽇常」の構築

1)⾃治体の情報システムの標準化・共通化
2)マイナンバーカードの普及促進
3)⾃治体の⾏政⼿続のオンライン化
4)⾃治体のAI・RPAの利⽤推進
5)テレワークの推進
6)セキュリティ対策の徹底
7)地域社会のデジタル化
8)デジタルデバイド対策

1) テレワークがうまく活⽤できた業務・活⽤できな
かった業務を調査・整理
2) テレワーク実施時における労務管理について、地⽅
公共団体、⺠間企業のノウハウで効果的な取組を調査
3)これらを踏まえた導⼊のステップを整理

⾃治体におけるAI・RPA活⽤推進
出典︓「⾃治体におけるAI・RPA活⽤推進」
総務省情報流通⾏政局地域通信振興課⾃治⾏政局⾏政経営⽀援室
発⾏⽇︓ 2020年3⽉24⽇

コロナ下でのテレワークの障害は
紙書類のDX進捗にある?!

https://www.j-lis.go.jp/lgwan/news/lgwan-koubo_telework_1.html
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〜現状の認識
出典︓「地⽅⾃治体における業務プロセス・システムの標準化
及びAI・ロボティックスの活⽤に関する研究会報告書」
地⽅⾃治体における業務プロセス・システムの標準化
及びAI・ロボティックスの活⽤に関する研究会
発⾏⽇︓ 2019年5⽉



Chapter 1
コロナ社会と
電⼦⾃治体

コロナ社会対応ＩＴサービス開発事業
電⼦⾃治体移⾏（DX＝デジタルトランスフォーメーション）⽀援システム

⾃治体におけるAI・RPA活⽤推進(事例)

出典︓「地⽅⾃治体における業務プロセス・システムの標準化
及びAI・ロボティックスの活⽤に関する研究会報告書」
地⽅⾃治体における業務プロセス・システムの標準化
及びAI・ロボティックスの活⽤に関する研究会
発⾏⽇︓ 2019年5⽉

「Society5.0時代の地⽅」を実現するスマート⾃治体への転換

出典︓「地⽅⾏⾰・スマート⾃治体等について」
⾏政経営⽀援室
発⾏⽇︓ 2020年1⽉24⽇

〜紙書類の問題
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紙の様式・書式が多いた
め進んでいない。

AI の単価が⾼すぎる

複数⾃治体で共同利⽤で
きることが望ましい。

技術的な問題点

読み取り精度の問題や様
式・書式の標準化が必要
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コロナ社会対応ＩＴサービス開発事業
電⼦⾃治体移⾏（DX＝デジタルトランスフォーメーション）⽀援システム

出典︓「⾏政⽂書の電⼦的管理について」
第８２回公⽂書管理委員会資料
内閣府⼤⾂官房公⽂書管理課
発⾏⽇︓ 2020年6⽉29⽇

公⽂書管理電⼦化の将来像

●多くの⽂書が電⼦的に作成されているにもかかわらず、保存は依然として紙媒体中⼼に⾏われているため、
ＩＴを活⽤した業務の効率化が⼗分図られていない。
● 電⼦的に作成された⽂書について、媒体、フォーマット、メタデータ等に関する⻑期保存のルールがなく、
電⼦⽂書の公⽂書館への移管・保存が⾏われていない。
● 電⼦⽂書の管理が属⼈的になりがちで必要な情報共有が進みにくい。
● 現在の⽂書管理システムは府省ごとに仕様が異なり利⽤が低調、⽂書管理システムと個別業務システムとの
連携が不⼗分、電⼦⽂書交換システムの使い勝⼿が悪いなど、⽂書の保存、流通、利⽤の各場⾯において、電
⼦⽂書の利便性、有⽤性が⽣かされていない。 出典︓「時を貫く記録としての公⽂書管理の在り⽅」

公⽂書管理の在り⽅等に関する有識者会議最終報告
発⾏⽇︓ 2008年11⽉4⽇

公⽂書管理電⼦化の問題点〜将来像と課題

⽂書管理者の役割
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保存は紙媒体中⼼。
⻑期保存ルールがない為
管理が属⼈的である。

電⼦⽂書の利便性・有⽤
性が⽣かされていない
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公⽂書管理の改⾰⽬標

〜将来像とあるべき姿

【⽂書の追跡可能性（トレーサビリティ）】
⽂書の誤廃棄や⾏⽅不明を防⽌するとともに、
過去の記録の利⽤を容易にし、業務の効率化を
図るため、随時⽂書の所在を特定できる⽂書管
理システムを構築する。

【⽂書管理に対する信⽤（クレディビリティ】
⽂書作成義務の法定化、⽂書管理の基準の明確
化、公⽂書管理担当機関の関与等により、⽂書
管理サイクル全体を通して適切な管理を⾏う体
制を整備する。

【⽂書の利⽤可能性（アクセシビリティ）】
国⺠の共有財産、知的資源である公⽂書の利活
⽤を促進するため、国⺠に対して、利⽤機会の
更なる充実、利便性の更なる向上を図る。

⽂書管理サイクル

作成・整理・保存

延⻑・移管・廃棄

移管後の利⽤

中間書庫

監視機能

効率的な⽂書管理

横断的⽅策

提案内容
完全電⼦化が完了するまでのブリッジシステム

紙公⽂書の取込み

作成電⼦⽂書のバージョン管理

個⼈・部⾨別中間電⼦保管庫

電⼦⽂書の追跡機能

⾳声認識による議事録作成

簡便なAIの誤認識修正
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⽇本語⾔語解析

単語認識
⽂字の並びを単語に

⽂章認識
単語の並びを⽂章に

⼀般辞書

専⾨辞書

汎⽤
コーパス

専⾨
コーパス

スマ箋⾃然⾔語処理

ストローク認識
ペン先の動きを⽂字にスマ箋

ス ト ロ ー ク

⼿書きOCR認識
⽂字画像を⽂字にスマ箋

A I - O C R

⾳響認識
⾳を⽂字に

スマ箋
ヴ ォ イ ス

誤変換修正エディタ

デジタル化
テキスト

参照⽤PDF（画像）

参照⽤PDF（テキスト）
⼜は Excel/Word

SmartDocs (⽂書履歴管理・ワークフローシステム)

電⼦化⽂書作成

スマ箋

会議議事録など

現場記録など

申請書読取
紙公⽂書読取
その他

⼆次利⽤が可能な電⼦
書類を最初から作成す
れば、「スマ箋」は不要に
なる。
しかし、最速でも、2040
年までは類似システムが
必要となる予測。
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AI-OCR (1)

AI-OCR (2)

AI-O
CR (3

)

AI-O
CR

 (4
)

テキスト
認識処理

コーパスオプション

辞書オプション

誤変換修正エディタ

〜合議制による⽂字選定

４つのAIによる合議制で認識率を⾼め
る機能は他に類を⾒ないシステムであり、
⾼効率で結果を出す、

意味のある⽂章を補完するためには、
コーパスが必須であり、これは⾳声認識
でも使⽤される。

専⾨⽤語を使⽤して補完する事で、無
意味な単語の認識結果の羅列を回避
することが可能である。

誤認識修正エディタは⾒た⽬で怪しい
箇所を表⽰するため、原稿と照らし合わ
せながら簡単に誤変換部分を⾒つけ出
し修正が可能な検査者向けのツールで
ある。
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書式
設定

⾃動
仕訳

⽂字
認識

修正
作業

電⼦
保存

⼆次
利⽤

他社AI-OCRの機能

スマ箋

書式種類は膨⼤にあるので、
書式設定はやってられない。
フィールド設定も同義。

費⽤が⾼過ぎる
汚れたりFAXだと
認識率は良くない。

誤変換の確認・
修正作業が⼤変。

スキャン後の
操作が⼤変。

書式定義は不要。
書式を共同化する
必要なし

WorkPath app
で取込み⾃動化

利⽤量に応じた
低価格帯。
４つのAIで合議制

誤変換エディタ、
⾊分けして効率化

Excel/Word/PDF
出⼒対応。
RPA I/F 対応

学習して、⽂書の
⾃動分類可能

⽂書の履歴管理・
追跡、ワークフロー

報告書にもあるように、今まで他県で導
⼊された類似システムでは、
１）書式の事前設定が必要になるた
め、書式の統⼀化が必要であること。
２）認識率の向上がなければ実⽤に
耐えられないこと。
３）コストが⾼すぎること。
がネックになっており、これを全て対策し
たのが、「スマ箋」である。

スマ箋の最⼤のメリットは、以下４点である。
１）書式設定が不要である事。
２）コストが圧倒的に安い事。
３）認識率向上のため複数のAIの合議制にしている事。
４）⽂書のAI⾃動分類で、⼈⼿による分類わけが不要である事。

スマ箋の利便性は以下にも現れる。
１）AIの認識ミスを簡単に⾒つけられる事。
２）Excel/Word で出⼒したのちに、修正済みのデータを上書きできる事。
３）デジタル⽂書管理システムやRPAに渡せる事。
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⽇本語⾔語解析

単語認識
⽂字の並びを単語に

⽂章認識
単語の並びを⽂章に

⼀般辞書

専⾨辞書

汎⽤
コーパス

専⾨
コーパス

スマ箋⾃然⾔語処理

ストローク認識
ペン先の動きを⽂字に

スマ箋
ス ト ロ ー ク

⼿書きOCR認識
⽂字画像を⽂字にスマ箋

A I - O C R

⾳響認識
⾳を⽂字に

スマ箋
ヴ ォ イ ス

誤変換修正エディタ

デジタル化
テキスト

参照⽤PDF（画像）

参照⽤PDF（テキスト）
⼜は Excel/Word

SmartDocs (⽂書履歴管理・ワークフローシステム)

電⼦化⽂書作成

スマ箋

会議議事録など

現場記録など

申請書読取
紙公⽂書読取
その他

①⾃治体辞書
・コーパスは
岐⾩県HPで
抜粋して作成。
汎⽤化するには
再構築が必要。

②出⼒は要望に
応じて作成予定

③写真・グラフ
未対応

②Version Up待ち
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⾃治体コーパス（抜粋）

⾃治体辞書（抜粋）
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①総務省の推進事業で実証実験を⾏う。
②ICT⼈材を育成する。
③県内での雇⽤環境を整備する。

①岐⾩県で成功事例を作る。
②県内市町村で成功事例を展開。
③全国の⾃治体へ販売する。

=> いずれもサービスは岐⾩県で実施。

① 全体のコストが下がり、
②岐⾩県内の⼤型雇⽤創出が可能になる。

「⾃治体ＤＸ推進計画概要」
令和２年１２⽉２５⽇
総務省⾃治⾏政局地域⼒創造G. 地域情報政策室
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官公庁・⾦融系 運輸・商社系 建設・製造系 ⼤学・研究系
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即時販売

スマ箋
ス ト ロ ー ク

スマ箋
A I - O C R

スマ箋
ヴ ォ イ ス

中期研究開発⻑期研究開発

印刷⽂字認識
⼿書き⽂字認識
⽂書⾃動分類
⾳声認識
⾃然⾔語処理

各種AIエンジン開発

※お客様のご要望に応じた共同研究開発企画

連絡先：080-3005-2833(宮⽥)、akira.miyata@sumasen.net、http://www.sumasen.net/

mailto:akira.miyata@sumasen.net
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即時販売

スマ箋
ス ト ロ ー ク

スマ箋
A I - O C R

スマ箋
ヴ ォ イ ス

中期研究開発⻑期研究開発

印刷⽂字認識
⼿書き⽂字認識
⽂書⾃動分類
⾳声認識
⾃然⾔語処理

各種AIエンジン開発

※お客様のご要望に応じた共同研究開発企画

〜現在のビジネスと中⻑期研究開発

コロナ社会対応
電⼦⾃治体移⾏
DX⽀援システム

添付資料
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「⾃治体ＤＸ推進計画概要」
総務省⾃治⾏政局
地域⼒創造G. 地域情報政策室
令和２年１２⽉２５⽇

「⾃治体におけるAI・RPA活⽤推進」
総務省情報流通⾏政局地域通信振興課
⾃治⾏政局⾏政経営⽀援室
発⾏⽇︓ 2020年3⽉24⽇

「地⽅⾏⾰・スマート⾃治体等について」
総務省情報流通⾏政局地域通信振興課
⾃治⾏政局⾏政経営⽀援室
発⾏⽇︓ 2020年1⽉24⽇

「地⽅⾃治体における業務プロセス・システムの標準化
及びAI・ロボティックスの活⽤に関する研究会報告書」
地⽅⾃治体における業務プロセス・システムの標準化
及びAI・ロボティックスの活⽤に関する研究会
発⾏⽇︓ 2019年5⽉

「⾏政⽂書の電⼦的管理について」
第８２回公⽂書管理委員会資料
内閣府⼤⾂官房公⽂書管理課
発⾏⽇︓ 2020年6⽉29⽇

「時を貫く記録としての公⽂書管理の在り⽅」
公⽂書管理の在り⽅等に関する有識者会議最終報告
発⾏⽇︓ 2008年11⽉4⽇


